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設置目的設置目的設置目的設置目的のののの達成度達成度達成度達成度    

１ 計画(Plan)と実績(Do) 

設置目的 

社会教育法第 20 条の目的を達成するため    

第 20 条 公民館は、市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、

学術及び文化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増進、情操

の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。 

運営事業名 Ｈ23 年値 Ｈ24 年目標値 Ｈ24 年実績値 対前年比 目標達成率 評価 

① 公民館活動推進事業 

（講座企画運営事業） 
1,521 人 1,500 人 1,268 人 83.37％ 84.53％ B 

② 公民館活動推進事業 

（会議室貸出事業） 
3,992 人 4,000 人 4,357 人 109.14％ 108.93% A 

設置目的に対する総合評価     

目的達成度の 

評価基準 

① 参加者数＊実施数（複数講座がある場合は全講座の合計） 

② 利用者合計人数 

評価：目標達成率  

A100％以上、B100％未満 80％以上、C80％未満 60％以上、D60％未満 40％以上、E40％

未満 

 

２ 現状分析(Check) 

運 営 事 業 の 

意 義 と 現 状 

① 市の厳しい財政状況の中、限られた予算で館長に公民館講座を企画してもらい、前年度に比べ

ると参加者数は減少している。 

② 公民館の総利用者数については、前年度（23 年度）東日本大震災後の利用制限体制の中で 500

人程度減少したが、24 年度は通常体制で運営する中、400 人程度の増加がみられた。 

上 記 の 原 因 

① 公民館講座の参加者数については、講座の種類、実施回数とも前年並みなため、各講座の受講

者の減少から、参加者数の減少が生じているものと考えられる。 

② 市内の人口減少や高齢化も進行している中で、前年度（23 年度）は東日本大震災の影響により、

震災直後の団体活動の自粛や公民館全館の利用制限、また 7-9 月までの 3 カ月間の全館の利用

制限もあり、一時的に利用者数が減少したが、24 年度は通常体制の中で運営され、利用者数が

概ね回復してきたものと考えられる。 

 

３ 次年度以降への改善点(Action) 

具 体 的 な 

改 善 方 策 

① 公民館講座については、講座内容が固定化しつつあるため、現在開設されている公民館講座の

自主的活動への移行を推進し、並行して新規講座の開設を進める。 

② 将来的には統廃合計画により、地元区への譲渡または廃止となる施設である。今後の施設の在

り方を、行政・地元区等関係者を交え、また、社会教育委員、公民館運営審議会等にも諮問す

る等して、地元の実情にあった施設として方向性を見出していかなければならない。 

運 営 事 業 名 Ｈ25 年度目標値 備    考 

① 公民館活動推進事業 

（講座企画運営事業） 
1,270 人 前年度実績維持 1,268 人≒1,270 人 

② 公民館活動推進事業 

（会議室貸出事業） 
4,360 人 前年度実績維持 4,357 人≒4,360 人 

   

Ｈ25 年度運営

事業と目標値 

   

 

※参考 前年度までの運営事業の実績値と評価 

運 営 事 業 名 H  年度 Ｈ  年度 H  年度 Ｈ  年度 

総合評価                 

     

    

    
 

    

※平成 22 年度より（平成 23 年 7 月調書）開始のため、データ無し。 
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効効効効    率率率率    性性性性    

１ 計画(Plan)と実績(Do) 

効率性指標 Ｈ23 年度値 Ｈ24 年目標値 Ｈ24 年実績値 対前年比 目標達成率 

Ａ 施設総利用

者数等 
3,992 人 4,000 人 4,357 人 109.14％ 108.93% 

Ｂ  年間経費

(除く収入) 

経費＋市職人件費 

943,387 円 － 988,274 円 104.76％ － 

①利用単位

当たり経費 

Ｂ／Ａ 236 円/人 230 円/人 227 円/人 96.19% 98.70% 

② 光熱水費 284,337 円 270,000 円 293,576 円 103.25％ 108.73％ 

③ 消耗品費 13,340 円 13,000 円 28,507 円 213.70％ 219.28％ 

効率性指標の考え方等 
A 利用者数：公民館利用者人数 

B 年間経費：市の経費総額と事務に係る人件費（職員人件費÷職員数）＊1/20 人工 

 

２ 現状分析(Check) 

効 率 性 の 

現 状 

施設総利用者数が増加する中、年間経費は前年度（23 年度）並みに留まり、電気・ガス等の使用

料の値上げがある中で、前年度並みの光熱水費に抑えられたのは、節約への取り組み効果があった

ものと考える。 

消耗品費については 2 倍程度増えているが、前年度（23 年度）に大幅な削減があった上で増加し

たものである。また、年々建物の老朽化が進行し、軽微な修繕については、修繕費節減のため、消

耗品を購入し職員が対応することも消耗品費増加の一因と考える。 

 

３ 次年度以降への改善点(Action) 

具 体 的 な 

改 善 方 策 

引き続き、光熱水費、消耗品の節電・節約に取り組み、利用者への声掛け等の協力依頼や掲示物等

により節電・節約の周知徹底を図る。 

① 利用単位当たり経費 Ｂ／Ａ 230 円／人 前年度実績維持 227≒230 円／人 

② 光熱水費 279,000 円 前年度実績の 5％削減 278,897≒279,000 
H23 年度効率性

の 目 標 値 
③ 消耗品費 29,000 円 前年度実績維持 28,507≒29,000 

 

※参考 前年度までの効率性指標 

効率性指標 H21年度決算 H22年度決算 H23年度決算  

目標値（人） 6,200 人 6,200 人 4,400 人  

Ａ実績値 6,070 人 4,486 人 3,992 人  

Ｂ実績値 1,098,414 人 1,217,326 人 943,387 人  

Ｂ/Ａ 180.96 円/人 271 円/人 236 円/人  

対前年比（Ｂ/Ａ） 915.44％ 149.76％ 87.08％  

①利用単位当たり 

経費 

目標達成率（人） 97.90% 72.35% 90.73%  

目標値 369,000 円 307,000 円 256,000 円  

実績値 285,528 円 301,348 円 284,337 円  

対前年比 97.51% 105.54% 94.36%  
②光熱水費 

目標達成率 77.38% 98.16% 111.07%  

目標値 29,000 円 12,000 円 26,000 円  ③消耗品費 

実績値 13,825 円 26,521 円 13,340 円  
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対前年比 866.23% 191.83% 50.30%  

目標達成率 47.67% 221.00% 51.31%  
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４ その他の指標 

区  分 説    明 単位 H22 年度 H23 年度 H24 年度 

①有料部分の

年間経費 

使用料等を徴収する部分

の年間経費 
円 1,367,826 1,080,887 1,126,204 

②受益者負担

額 

施設の本来の目的による

使用料等の年間総額 
円 150,500 137,500 137,930 

③受益者負担

比率 
②÷① ％ 11.00 12.72 12.25 

④補正受益者

負担額 

減免者より正規の料金を

徴収したと仮定した場合

の受益者負担額 

円 245,500 247,500 597,000 

受益者負担 

の適正性 

⑤補正受益者

負担比率 
④÷① ％ 17.95 22.9 53.01 

 

年度 Ｈ22 年度 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度(予算) 

人口（4 月 1 日：人） 25,224 24,881 24,515 － 

運営経費（収入除く） 48 38 40 － 

運営に掛か

る税負担 

(市民負担) 
人口 1 人あ

たり（円/人） 年間総経費 98 89 42 － 
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利用者満足度調査利用者満足度調査利用者満足度調査利用者満足度調査    

 

 

 

 

施設修繕計画及施設修繕計画及施設修繕計画及施設修繕計画及びびびび備品購入計画備品購入計画備品購入計画備品購入計画    

 

破損 

年度 
全ての破損した箇所・備品名 経費見積 

修繕・買換等 

予定年度 
備考（修繕済年度等） 

24 照明器具取替修繕 18,532  2４  

24 大会議室スイッチ取替修繕 4,926 24  

23 外装修繕 31,500 24  

※今後想定される維持管理事項 

・建物の老朽化・劣化が著しく、修繕では対応が難しい状態にある。 

・外装修繕（窓サッシ・網戸等）修繕 

※アンケート実施無し。但し、予約受付時、使用後、館長会議等にて、

意見聴取している。 
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管理運営上管理運営上管理運営上管理運営上のそののそののそののその他評価項目他評価項目他評価項目他評価項目    

 

当該施設の必要性 

 

廃止、休止等の可能性 

 

施設の設置目的変更の可能性 

民間による管理運営の可能性 

 

今後の管理運営主体の見込み 

 

行政関与の妥当性 

社会教育法に基づく公民館としては、行政関与は妥当である。但し、市の総合

計画における公民館統廃合事業として、市内 9 公民館の中央公民館 1 館への統

廃合を進めており、中公民館は、地元区へ譲渡又は廃止という位置づけにある。

地元区の実情にみあった生涯学習施設の拠点として、譲渡したい方針ではある

が、建物の老朽化・劣化が著しく、管理維持費が区の負担では厳しい状況であ

る。 

施設の管理運営と経費の妥当性 
建物の老朽化・劣化が著しく、市の厳しい財政状況も考慮し、可能な限り、必

要最低限、使用に耐え得るまでに修繕等を施し運営している状況にある。 

施設の性質や実費経費からみた

受益者負担の妥当性 

使用者層の固定化傾向がみられ、市内の人口減少や高齢化の進行も重なり、使

用者数が伸びない状況に加えて年々施設の老朽化も進む中、受益者負担の原則

の観点から、維持管理費に見合う使用料収入を見込んだ受益者負担を使用者に

求めることは、使用の衰退等を招く原因になりうると考えられる。施設の性質

を念頭に、施設にとっての受益者負担の適正化を、市内各地域の公民館ごとの

規模の格差、建設時からの経過により地域ごとに異なる使用形態を踏まえ、ま

た類似施設との整合性を図りながら検討し、定期的に妥当性を見直し改善して

いくことが必要である。 

その他の管理運営上の課題 
統廃合による将来の地区の生涯学習施設の拠点として、地元区にみあった今後

の在り方、果たすべき役割について検討することが課題である。 

【参考】 

市内や賀茂郡内の類似施設の管

理運営状況等 

県内では、公民館を廃止し、代替施設として生涯学習センターの設置・整備が

傾向にある。社会教育法による公民館 9 館の設置は、県内においても多い設置

数である。 

 

平成平成平成平成 24242424 年度年度年度年度    実施実施実施実施運営運営運営運営事業内容事業内容事業内容事業内容    

運営事業名 事業内容 次年度に向けての改善事項 

① 公民館活動推進事業 

（講座企画運営事業） 

ダンス、生け花、盆栽、園芸、コーラ

ス 5 講座で 106 回、1,268 人の参加が

あった。 

② 公民館活動推進事業 

（会議室貸出事業） 

249 回、4,357 人の利用があった。 

固定化している既存の講座を自主的活動

に移行するよう推進する。 

講座の募集から実施後の報告を広報等で

情報発信することで、既存の公民館講座

への参加者数の増加を図り、社会教育関

係団体、ボランティア活動団体等の公民

館活動の啓発や活動の活性化につなげ、

公民館活動の維持を図る。 
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施 設施 設施 設施 設 のののの 概概概概 要要要要    
    

１ 施設名 

（愛称名） 
下田市立中公民館 

２ 担当課 

担当係 

生涯学習課 

社会教育係 

３ 所在地 下田市西中 19 番地 13 ４ 設置年月 
昭和 33 年 4 月 1 日 

昭和 50 年 3 月改築 

Ⅱ人が輝くまちづくり （1）自ら学ぶ人づくり 生涯学習 

基 本 目 標 いつでも、だれでも生涯にわたり学習できるまちを目指します。 

５ 総合計画の 

位置付け 基本目標を実現 

するための施策 

項目 

・公民館講座 

・公民館統廃合 

内容 

・公民館講座の開設 

・地域の実情に見合った公民館

の再編を図ります。 

６ 設置目的 

社会教育法第 20 条の目的を達成するため    

第 20 条 公民館は、市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、学術及び文

化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化

の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。 

７ 設置根拠 下田市立公民館設置管理条例 

敷地面積  412.01 ㎡ 

建物面積  延面積 500.76 ㎡  1F 240.66 ㎡  2F 260.10 ㎡ 

構造    鉄骨２階建 施設の概要 

1F 管理人室・料理実習室・小会議室・便所 

2F 事務室・湯沸室・大会議室・研修室・便所 

実 施 事 業 

の  概  要 

・公民館講座の実施 

・その他「社会教育法第 22 条（公民館の事業）」に基づくもの 

料 

金 

区 

分 

会議室等使用料 

大会議室（洋・和）・小会議室（洋・和）・調理室 

 

午前 (9:00～12:00) 昼間(13:00～17:00) 夜間(18:00～21:00) 
名  称 

普 通 入場料 普 通 入場料 普 通 入場料 

多目的ﾎｰﾙ兼大会議室 2,000 円 4,000 円 2,000 円 4,000 円 3,000 円 6,000 円 

中会議室 1,000 円 2,000 円 1,000 円 2,000 円 2,000 円 4,000 円 

小会議室 1,000 円 2,000 円 1,000 円 2,000 円 2,000 円 4,000 円 

和室 1,000 円 2,000 円 1,000 円 2,000 円 2,000 円 4,000 円 

主  

な  

料  

金 

調理室 2,000 円 － 2,000 円 － 3,000 円 － 

減
免
内
容 

（使用料の免除） 

第第第第１０１０１０１０条条条条 市長は，特に必要があると認めるときは，別表に定める使用料を減免することができる。 

(１) 市の主催で使用するとき，又は国の機関若しくは地方公共団体が市と共催で使用するとき。（全額） 

(２) 公共的団体の主催で法第 20 条の目的に基づき住民のために使用するとき，又は市内の保育所，幼稚園若しくは

小・中学校の主催で，園児，児童，若しくは生徒の教育のために使用するとき。（全額） 

(３) 公立小・中学校（市内の公立小・中学校を除く。）若しくは公立高等学校の主催で，その目的が教育のために使

用するとき，又は委員会が認めた社会教育関係団体の主催で，その目的が当該団体の設立目的のために使用する

とき。（５割減額） 

(４) 国の機関又は地方公共団体の主催で，その目的が公共のために使用するとき。（３割減額） 

(５) 全各号に掲げるもののほか，市長が特に必要があると認めるとき。（３割減額） 

料 金 体 系 

利用料金制度 □ 有    � 無 

８ 施設の概要 

施 設 運 営 � 直接運営 
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□ 指定管理者制度 → 指定管理者  方     法 

□ 一部委託    → 委託内容  

直接従事職員 
下田市職員数 

館長 1 名        常駐管理人 1 名 

下田市所有 他 8 公民館（社会教育法の規定による施設） ９ 市 内 の 

類似施設 

 
民間所有 

地区集会所等（自治会管理の地域コミュニティ施設） 

取得費及び財源内訳 平成 24 年度末残高 

土地取得費  土地残高  

建物取得費 48,000 千円 建物減価償却後残高 1 円 

財源内訳 48,000 千円 
減価償却費＝取得価格＊償却率＝

1,296,000  

国・県支出金 5,400 千円   

市債 7,000 千円 市債残高 0 円 

一般財源 5,400 千円   

 

寄附金等 30,200 千円   

     

 

10 取得費等 

の情報 

（単位：円） 

物品(＊万円以上)  物品減価償却後残高  

（備考） 

 

減価償却の方法 

・ 定額法 

・ 残存価格 1 円 

・ 新築翌年度か

ら償却 

・ 耐用年数 

38 年 

・建物経過年数 

38 年 

区    分 
H22 年度決算 H23 年度決算 H24 年度決算 H25 年度予算 

（8 公民館） 

収入 使用料 150,500 137,500 137,930 1,918,000 

収 入 合 計  150,500 137,500 137,930 1,918,000 

1 節 報酬 218,546 217,818 216,000 1,220,000 

７節 賃金 0 0 0 1,699,000 

8 節 報償費 100,000 100,000 100,000 329,000 

9 節 旅費 10,090 3,535 2,134 53,000 

11 節 需用費 567,710 313,232 389,641 62,750,000 

消耗品費 26,521 13,340 28,507 359,000 

印刷製本費 0 0 0 20,000 

光熱水費 301,348 284,337 293,576 4,956,000 

下水道費 18,175 12,852 12,600 150.000 

燃料費 1,061 0 0 29,000 

修繕料 220,605 2,703 54,958    761,000 

12 節 役務費 59,244 61,651 54,703  895,000 

13 節 委託料 223,112 223,241 213,000 780,000 

14 節 使用料 173 218 88 190,000 

19 節 負担金 16,037 14,010 8,221 74,000 

支出 

支出合計 1,194,912 933,705 983,787 11,524,000 

 

減価償却費 1,296,000 1,263,158 47,999 10,434,041 

市債利子 0 0 0 0 

職員人件費 172,914 147,182 142,417 1,352,772 

下田市負担年間総経費 2,480,484 2,206,545 1,036,273 21,392,813 

 

11 年間経費 

等推移 

（単位：円） 

備 

考 

○ 人件費は、１公民館を 1/20 人工として、職員人件費平均から算出したもの 

○ 事務に係る市職人件費=（職員人件費÷職員数）×1/20 人工×公民館数 

利用年度 H22 年度決算 H23 年度決算 H24 年度決算 Ｈ25 年度予算 

市 内 4,486 人 3,992 人 4,357 人 人 

12 施設利用状

況等の推移 

利用 

状況 利用 

者数 市 外   人 人 



 
 

 

平成 25 年度  施設名（愛称名） 下田市立中公民館  番号 29 

9 

合 計 4,486 人 3,992 人 4,357 人 人 

552.94 円/人 552.74 円/人 237.84 円/人 円/人 参考：利用単位

当たり市負担額 算出方法：11 欄の「下田市負担年間総経費」÷利用者数 

休館日 祝日、12/28 から 1/3 まで 

使用 

時間 

午前９時から午後９時まで 

  

 

 


